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◼ 2024年度の我が国の温室効果ガス排出・吸収量は約9億9,400万トン（CO2換算）（2023年度は約
10億1,300万トン）となり、2023年度比1.9％減少（▲約1,880万トン）、2013年度比28.7%減少
（▲約3億9,950万トン）。

◼ 2013年度以降の最低値を記録（初めて10億トンの大台を下回る）し、全体としての減少傾向を継続。

令和８年６月25日中央環境審議会地球環境部会地球温暖化対策計画フォローアップ専門委員会・産業構造審議会イノベーション・環境分科会地球環境小委員会 合同会合（第４回）資料

2050年ネット・ゼロに向けた進捗
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2030年度目標に向けた2024年度実績の進捗
参考資料

温室効果ガス排出量
・吸収量

（単位：百万t-CO2）

2013年度実績※１ 2024年度実績※１ 2024年度削減率
2030年度削減

目標・目安※２

1,394 994 ▲29％ ▲46％

エネルギー起源CO2 1,235 907 ▲27% ▲45％

部
門
別

産業 464 334 ▲28% ▲38％

業務その他 235 162 ▲31% ▲51％

家庭 209 146 ▲30% ▲66％

運輸 224 187 ▲17% ▲35％

エネルギー転換 104 76.8 ▲26% ▲47％

非エネルギー起源CO2、
メタン、N2Ｏ

129 108 ▲16% ▲14％

代替フロン等４ガス 28.8 32.2 ＋12% ▲44％

吸収源 - ▲52.3 - -

二国間クレジット制度（JCM）
官民連携で2030年度までの累積で、１億t-CO2程度の国際的な排出削減・吸収量を目指す。我が
国として獲得したクレジットを我が国のNDC達成のために適切にカウントする。

※１ 2026年4月に気候変動に関する国際連合枠組条約事務局に提出した温室効果ガス排出・吸収目録（インベントリ）（2024年度）の報告値。
※２ エネルギー起源CO2の各部門は目安の値。

令和８年６月25日中央環境審議会地球環境部会地球温暖化対策計画フォローアップ専門委員会・産業構造審議会イノベーション・環境分科会地球環境小委員会 合同会合（第４回）資料
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◼2024年度のエネルギー起源CO2排出量は、2013年度比で全ての部門で減少。

部門別のCO2排出量の推移
参考資料

令和８年６月25日中央環境審議会地球環境部会地球温暖化対策計画フォローアップ専門委員会・産業構造審議会イノベーション・環境分科会地球環境小委員会 合同会合（第４回）資料
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日本が進める「GX」の位置付け

◼2025年11月に「日本成長戦略本部」を設置。17の戦略分野の一つとして「資源・エネルギー安全保
障・GX」が位置づけられている。GX2040ビジョンに基づき、成長志向型カーボンプライシングを含めた
市場創造等に取り組むこととされている。

令和7年12月22日 「GX実行会議（第16回）」資料
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◼GXについては、引き続き強力に推進していくこととしている。

出所:中東情勢を踏まえた令和８年度補正予算等についての会見 | 総理の演説・記者会見など | 首相官邸より一部抜粋。

＜ 5月25日 高市総理中東情勢を踏まえた令和８年度補正予算等についての記者会見 ＞
また、エネルギー需給構造を徹底的に強靱（きょうじん）化するため、ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）を強力に推進いたします。
原子力や再生可能エネルギーなど脱炭素電源を、現在の約３割から２０４０年度に最大７割程度を目指して引上げていくとともに、省エ
ネ・非化石転換を進めて、化石燃料依存の低減を図ってまいります。
その上で、縮み志向に陥ることなく、ペロブスカイト太陽電池や、原子力、地熱発電など、我が国が強みを持つ危機管理投資を通じて、日
本のエネルギー需給構造を強靱化するだけではなく、世界共通の課題であるエネルギー制約を乗り越える製品、技術、インフラの海外展開
を強力に推進いたします。「日本成長戦略」の中で、日本の勝ち筋を明らかにし、ＧＸを日本の成長にしっかりとつなげてまいります。あわ
せて、油価高騰の中でも事業活動をコストを抑えて継続するため、省エネが重要であります。経済対策として昨年措置した数千億円規模の
予算を最大限活用して更に加速させます。 

日本のエネルギー需給構造強靱化に向けたＧＸ
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排出量取引制度に関する動向

◼2025年２月に「GX2040ビジョン」を閣議決定、同年５月に改正GX推進法が成立。排出量取引制
度の開始に向けて、同年12月に制度の大枠を取りまとめ。今年度から、排出量取引制度が開始。
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「2026年度 GX推進法に基づく排出量取引制度に関する説明会」資料

参考資料
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令和７年11月７日産業構造審議会 イノベーション・環境分科会 排出量取引制度小委員会（第５回）資料

参考資料



10
「2026年度 GX推進法に基づく排出量取引制度に関する説明会」資料

参考資料
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「2026年度 GX推進法に基づく排出量取引制度に関する説明会」資料

参考資料
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